










ハラスメント防止のための指針・マニュアル












事業所名


目次
１	ハラスメント防止のための基本的考え方	2
２	カスタマーハラスメントへの対応	3
３	ハラスメント防止に関する職員研修について	3
４	ハラスメントが発生した場合の相談体制について	4
５	ハラスメント対応手順のフローチャート	5
６	ハラスメント対応手順の詳細	6
７	職員・利用者等による本指針の閲覧について	9



1 [bookmark: _Toc180240537]ハラスメント防止のための基本的考え方
（1） 目的
［事業所名］は、職場および介護現場において、全職員にとって安全で尊厳ある労働環境を提供し、ハラスメントを防止することを目的とする。ハラスメントの原因を分析し、効果的な予防策を講じるとともに、発生時には迅速かつ公平な対応を行い、被害者への支援と行為者への適切な対処を確実にする。
これにより、職員が安心して働ける環境を確立し、質の高い介護サービスの提供に寄与することを目指す。
（2） ハラスメントの種類
	分類
	ハラスメントの種類
	定義
	具体例

	① 職場におけるハラスメント
	パワーハラスメント
	優越的な関係を背景に、業務上の範囲を超え、職員の就業環境を害する行為。
	物を投げつける/人格を否定する発言/嫌がらせのために仕事を与えない

	
	セクシュアルハラスメント（職員間）
	職員の意に反する性的な言動により、労働条件に不利益を与え、就業環境を害する行為。
	性的な冗談やからかい/食事への執拗な誘い/必要のない身体接触をする

	② 介護現場におけるハラスメント
	身体的暴力
	身体的な力を使って危害を及ぼす行為。
	物を投げつける/蹴る/唾を吐く

	
	精神的暴力
	言葉や態度によって、個人の尊厳や人格を傷つける行為。
	怒鳴る/特定の職員に嫌がらせをする/理不尽な要求を繰り返す

	
	セクシュアルハラスメント（利用者・家族等から）
	性的な言動や身体的接触によって、職員に不快感を与える行為。
	不要な身体接触/性的な話題を持ち出す

	
	カスタマーハラスメント
	利用者や家族からの理不尽なクレームや要求に基づく威圧的な言動。
	威圧的な言動/介護サービスの範囲を超える過剰な要求

	③ 採用選考時におけるハラスメント
	セクシュアルハラスメント（求職者等）
	面接、採用試験、実習、職場見学等の採用選考の過程における、求職者の意に反する性的な言動により、就職の機会を不当に狭め、又は不利益を与える行為。
	採用の条件として性的な関係を示唆する発言をする/面接時に身体的特徴について不必要な言及をする/わいせつな言動を行う



（３）	相談者等への不利益な取扱いの禁止
職員がハラスメントに関する相談を行ったこと、事実確認への協力を行ったこと等を理由として、解雇、降格、減給その他の不利益な取扱いを行わない。相談内容に関する秘密は厳重に保持し、相談者の意に反してその内容を関係者以外に開示しない。
（４）	求職者等に対する採用選考時のハラスメント防止
面接、採用試験、実習、職場見学等の採用選考の過程においても、求職者の意に反する性的な言動その他の不適切な言動を行わない。面接担当者等の関係者に本方針を周知し、適切な対応を徹底する。求職者からハラスメントに関する相談があった場合は、「４．ハラスメントが発生した場合の相談体制について」に準じて対応する。


2 [bookmark: _Toc900000001]カスタマーハラスメントへの対応
利用者・家族等からのカスタマーハラスメントは、職員の心身の安全を脅かすだけでなく、質の高い介護サービスの継続的な提供にも支障をきたす。［事業所名］は、以下の方針に基づきカスタマーハラスメントの防止及び発生時の対応を行う。
（1） カスタマーハラスメントへの基本方針
利用者及び家族等に対し、業務上必要かつ相当な範囲を超える言動は許容しないことを、契約時等の機会を通じて周知する。職員がカスタマーハラスメントを受けた場合は、一人で抱え込まず、速やかに上司又は相談窓口に報告できる体制を整える。
（2） 現場での対応ルール
複数職員での対応を基本とし、状況に応じて職員を一人で対応させない。危険を感じた場合は、その場からの退室や訪問の中断を認める。やり取りの経過（日時、内容、相手の言動等）を記録に残す。身体的な危害のおそれがある場合は、速やかに警察等の外部機関へ相談する。
（3） 組織としての対応
カスタマーハラスメントに関する申出があった場合、管理者が事実確認を行い、必要に応じてサービス提供の見直し（担当者変更、契約解除の検討等）を行う。事実確認や措置の検討の具体的な手順は、「４．ハラスメントが発生した場合の相談体制について」以降の内容に沿って進める。被害を受けた職員に対し、メンタルヘルス不調への相談対応等、必要な配慮を行う。再発防止のため、事例を組織内で共有し、対応方法の見直しに活用する。
（４）	サービス提供の中止・契約解除の判断基準
以下のような行為が認められ、改善が見込めないと判断した場合は、サービス提供の一時中止や契約解除を検討する。
· 身体的暴力や、身体的暴力を示唆する言動が繰り返された場合
· 再三の注意にもかかわらず、業務上必要かつ相当な範囲を超える言動が改善されない場合
· 職員の安全確保のため、通常のサービス提供体制の維持が困難と判断される場合
契約解除の判断は管理者が行い、利用者・家族への説明及び他のサービス事業者への引き継ぎ等、利用者が必要なサービスを継続して受けられるよう配慮する。


【サンプル版はここまでです】
続きは、購入版でご覧いただけます。
「ハラスメント防止のための指針・マニュアル」ひな形（全7章）は、以下の記事内【ダウンロード】より490円で購入いただけます。
https://hitori-cm.com/harassment/
2

image1.png




image2.png




